
























































1937年度 1938年度 1939年度 1940年度 1941年度
文部経常部 133,314,972 133,431,863 143,804,938 163,804,508 190,943,390
内務経常部  45,296,182  49,388,684  51,455,834 341,324,655 386,283,112
文部臨時部  12,327,213  12,510,792  19,447,287  31,150,156  78,776,867
内務臨時部 226,437,623 242,701,935 285,046,885 182,734,441 264,605,579
文部省総計 145,642,185 149,942,655 163,252,225 194,954,644 269,720,257



































































































































1940年 1941年 1942年 1943年 1944年 1945年
内務 A型（内務属→地方教育） 2 1 1 1
内務 B型（内務属→文部省） 1 3 3 1 2
内務 C型（県属→地方教育） 6 7 9 7 6 9
内務 D型（県属→文部省） 3 2 2
文部 E型（文部属→地方教育） 1 1 1 4
文部 F型（文部属→内務省） 1 1
内務計 12 10 15 8 8 13


















































































































　⑻ 「高度の重点主義」『大阪朝日新聞』1940年 7月 6日，夕刊。
　⑼ 「予算　編成方針踏襲」『読売新聞』1940年 7月 27日，夕刊。
　⑽ 「新閣僚を描く　学者肌の人格者・農本主義の巨頭」『大阪朝日新聞』1940年 7月 25日。
　⑾ 「予算編成に覚悟を示せ」『読売新聞』1940年 9月 21日。
　⑿ 「閣議，一般予算を承認」『大阪毎日新聞』1940年 12月 11日。
　⒀ 「昭和十六年度　予算の横顔」『大阪朝日新聞』1940年 12月 11日。






















　26 1928（昭和 3）年に財務課から地方債課の形で独立し，その後，1936（昭和 11）年に地方債課を廃止して，
庶務課ついで監査課の設置がなされている。その後，1938（昭和 13）年，1946（昭和 15）年，1941（昭和 16）年，
1942（昭和 17）年，1943（昭和 18）年，1945（昭和 20）年に組織改革が断続的に行われている。
　27 大霞会，前掲書，813頁。
　28 同上書，815頁。
　29 相澤煕『日本教育史談』学芸図書出版，1952年，405頁。
　30 同上書。
151敗戦前における内務省による教育行政に対する関与（梅本）
　31 1930（昭和 5）年に文部省が実施した「教員俸給不払に関する調査」によれば，小学校教員俸給の一部で
も支払いに遅れてしまう町村が全国の 10％にも達していた。
　32 地方債の発行に対して 5割の国庫補助は承認されていた。
　33 藤田武夫『日本地方財政発展史』河出書房，1949年，9頁。
　34 大霞会編『明治百年史叢書　内務省史　2巻』原書房，1980年，279頁。
　35 同上書。
